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「総合資源エネルギー調査会資源・燃料分科会資源開発・燃料供給小委員会液化石油ガス 

流通ワーキンググループ中間とりまとめ（案）」に関する意見公募手続の結果について 
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「総合資源エネルギー調査会資源・燃料分科会資源開発・燃料供給小委員会液化石油ガス流通

ワーキンググループ中間とりまとめ（案）」について、令和６年２月９日から同年３月１０日まで

意見公募手続を実施しました。 

提出意見と提出意見を考慮した結果については以下のとおりです。なお、行政手続法第四十三

条第二項の規定に基づき、提出意見は整理又は要約しています（個別の案件に関する御意見や本

件意見募集とは直接関係のない御意見に対して、考え方は示しませんが、承っております）。 

 

 御意見の概要 御意見に対する考え方 

１．LPガス業界の商慣行とこれまでの経緯について 

1① 中間報告書Ｐ１０ １９行目 

消費者から供給契約を解約された場合に生

じる配管の買取請求についての部分で、Ｐ

１０ １９行目「高額の配管費用」、とい

う表現だが、この「高額」は人によっての

評価が曖昧であると考える。このことか

ら、報告書で取り上げるべき配管の清算ト

ラブルについての表現は、単なる金額の多

寡ではなく、「不当」或いは「過大」・「過

剰」という表現が相応しいのでは無いか。 

御指摘の部分は、家主たる消費者側が支払

いを拒否する場合について「不透明かつ高

額の配管費用を違約金として請求された場

合」の一例としてと記載しているもので

す。 

2① 12ページ 平成 11年 10月 経済産業省に

よる流通アクションプランについて、通常

の配管は、「修繕可能」を前提とすると、

『弱い付合』です。今後、戸建、集合問わ

ず、配管の権利を全て放棄するか、適正な

精算指針を明示するか、保安引継費等の名

目で切替時の設備残存分の最低保証額を想

定するか、指針が必要に思えます。これ

迄、切替業者優位な供給切替で、供給業者

が泣かされ続けて来たのを、この度の省令

改正と共に改善せねばなりません。 

いわゆる「貸付配管」をめぐる課題につい

ては、過大な営業行為の制限や、三部料金

制の徹底による設備費用の外出し表示・明

確化といった今回の制度見直しにより、一

定の改善も期待されるところですが、消費

者による LP ガスの選択機会を阻害する可

能性があり得るため、中間とりまとめで

は、業界全体として、今後の新規契約にお

いては、貸付配管は行わない方向で取り組

んでいくことが期待されるとしています。 

なお、当面の間、貸付配管をめぐる取組状

況や課題の有無等についてモニタリングを

継続し、例えば 3年後（2027年）を目途と

して、制度上の対応の要否を検討していく

こととしています。いただいた御意見は参

考にさせていただきます。 

2② 13 ページ 平成 29 年制度改正の振り返り

について、「取引適正化」と「自由料金」

のバランスや定義が必要です。これ迄のガ

今回の制度改正は、賃貸集合住宅のオーナ

ー等に対する無償貸与や紹介料の支払い等

の過大な利益供与行為や、LPガス事業者の
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 御意見の概要 御意見に対する考え方 

ス料金と消費者被害は、このバランスを省

みなかった事に起因します。設備貸与とリ

ベートを捻出出来る原資は高額ガス料金

で、紹介料、リベート、歩合、報奨金等を

許容すべきではありません。自由に対する

『説明責任』を如何すべきか、省令改正の

際に明示すべきです。 

切替えを制限するような契約条項が、不透

明で高額なＬＰガス料金請求等の消費者問

題の要因となっているため、そうした利益

供与行為や契約条項等を規律するととも

に、三部料金制の徹底（設備費用の外出し

表示・計上禁止）等を通じて事業者による

説明責任を問うこととしたものです。 

いただいた御意見は、今後市場監視・モニ

タリングを進めていくに当たっての参考と

させていただきます。 

3① P.13-②平成 29 年制度改正の振り返りにつ

いて、問題解決に至らなかった原因究明の

ための状況整理において、一般消費者から

の苦情等への適切かつ迅速な処理で、2018

年以降法令違反などの問題事例は減少傾向

にある要因について、県 LP ガス協会に設

置している相談窓口が一定程度機能してい

るとの分析をしたようですが、どのような

根拠からなのかが不明です。 

県 LP ガス協会に設置している相談窓口に

寄せられた一般消費者から苦情等について

は、業界関係者の中でも必要に応じて共

有・議論されていることから、法令違反な

どの問題事例の減少につながっていると分

析したものです。 

3② P.14-③賃貸集合住宅における入居前の LP

ガス料金情報提示の取組について、事実

上、消費者には LP ガス事業者を「選択す

る機会が無く」との記載がありますが、

P.16に記載の【課題３】消費者が賃貸集合

住宅へ入居する前に LP ガス料金の内容を

知ることができないこと（入居後に過大な

営業費用が上乗せされた LP ガス料金であ

ると知ったとしても、消費者はそれを受け

入れざるを得ないこと）を踏まえますと、

「選択することができない」が適当ではな

いでしょうか。そもそも消費者が賃貸集合

住宅へ入居する前には、すでに LP ガス事

業者が決まっており、消費者には選択する

環境になく、選択するという概念がないと

考えられます。 

いただいた御意見を踏まえて検討いたしま

したが、例えば賃貸集合住宅のオーナーが

入居者の方々の意向も踏まえて LP ガス事

業者を選択することもあり得ることから、

「選択する機会が事実上無く」とさせてい

ただければと思います。 

２．過大な営業行為の制限について 

2③ 15 ペ ー ジ  (1) 基 本 的 な 考 え 方 

「過大な利益供与」「過大な営業行為」を

『他社は貸与を継続出来なくても、自社は

大丈夫』とポスティングしている事業者

に、違和感しかありません。 

今回の制度改正により、設備貸与や紹介料

の支払い等が、消費者との契約確保を目的

として過大になされる場合は、規制対象と

なります。また、そのような行為に接した

場合は、LPガス商慣行通報フォーム
（https://www.enecho.meti.go.jp/category/resources_and_fuel/dist

ribution/lpgass_tsuhoform/index.html）に情報をお寄せ

頂ければと思います。 

いただいた御意見も踏まえ、公開モニタリ

ングの場で議論する等、商慣行是正に向け

て取り組んでまいります。 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/resources_and_fuel/distribution/lpgass_tsuhoform/index.html
https://www.enecho.meti.go.jp/category/resources_and_fuel/distribution/lpgass_tsuhoform/index.html
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 御意見の概要 御意見に対する考え方 

4 集合住宅への過大営業行為について、以下

のような抜け穴を耳にしたことがある。 

・入居者募集の広告宣伝費の過大な協賛依

頼 

・ガス機器の市場価格を大幅に割った価格

での販売 

・紹介御礼金 

・入居数×〇円のバックマージン 

消費者のことを真剣に考えている真っ当な

ガス事業者が損をするような商慣行の是正

に大きな期待を寄せている。 

今後、改正省令の施行（2024年 7月 2

日）に間に合うよう、ガイドライン等で違

反のおそれのある行為の具体例や考え方等

を示し、多数の LP ガス事業者による改正

制度の遵守を促していくこととしていま

す。いただいた御意見は参考にさせていた

だきます。また、懸念される行為について

は、LPガス商慣行通報フォーム
（https://www.enecho.meti.go.jp/category/resources_and_fuel/dist

ribution/lpgass_tsuhoform/index.html）に情報をお寄せ

頂ければと思います。 

いただいた御意見等も踏まえ、公開モニタ

リングの場で議論する等、商慣行是正に向

けて取り組んでまいります。 

5① 17ページの対応方針「賃貸集合住宅のオー

ナー又は戸建住宅の消費者～貸与契約を締

結してはならない」との記載について、案

においては集合住宅と戸建住宅をまとめて

書いているが、「集合住宅においては消費

者（入居者）がガス会社の切り替えを制限

するような貸与契約を締結してはならな

い」と重要性を考えて独立した文章にされ

たい。 

いただいた御意見を踏まえて検討いたしま

したが、御指摘の記載箇所の後の（考え

方）において、賃貸集合住宅と戸建住宅と

に分けて説明をしており、また、戸建住宅

でも建て売りの場合は同様の課題がありう

ることから、（対応方針）としては書き分

けないこととさせていただければと思いま

す。 

なお、（対応方針）の 2 行目の記載につい

ては、「LP ガス事業者は、賃貸集合住宅又

は戸建て住宅の消費者とガス契約を自己と

締結させることを目的として、賃貸集合住

宅のオーナー又は戸建て住宅の消費者等に

対し、正常な商慣習を超えた利益を供与し

てはならない。」に修正させていただきま

す。 

2④ 17 ページ (考え方)について、「建築業

者」→「設備貸与・リベート」→「癒着」

の構造は、「省令改正以降、許容されるも

のではない」と、戸建に於いても変わって

行くべきです。完全な「お客様の自由意

志」も、設備投資と耐用年数が一定以上の

縛りとなります。また、戸建の基本料金、

従量料金と集合住宅のそれとに乖離のある

のも、長年違和感があります。勿論、入

居、退去の対応やガス工事規模の違い等、

僅かな料金差が生じるのは、説明が付くか

も知れませんが、基本料金、従量料金が大

きく乖離すると、「適正価格とは」「料金格

差とは」何なのでしょうか。戸建への設備

貸与が賃貸住宅のガス料金へ添加されてい

るのも、搾取料金に思え、是正すべきポイ

ントと考えます。 

今回の制度改正では、建設業者に対する過

大な営業行為についても規制対象としてい

ます。今後、商慣行改革の動向の監視・モ

ニタリングを継続しくこととしているとこ

ろ、いただいた御意見も参考にしつつ、更

なる改革や制度見直しの要否を検討してま

いります。 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/resources_and_fuel/distribution/lpgass_tsuhoform/index.html
https://www.enecho.meti.go.jp/category/resources_and_fuel/distribution/lpgass_tsuhoform/index.html
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 御意見の概要 御意見に対する考え方 

6① ガス料金の請求対象ではないオーナーや建

設業者等の不動産関係者等への各種設備等

の無償供与や紹介料等の供与は、過大であ

れば贈与となる可能性があることから、ガ

イドライン等を検討する必要があるのでは

ないかと考えます。 

今後、改正省令の施行（2024年 7月 2日）

に間に合うよう、ガイドライン等で違反の

おそれのある行為の具体例や考え方等を示

し、多数の LP ガス事業者による改正制度

の遵守を促していくこととしています。 

 

3③ P.17-①過大な営業行為の制限について、

「正常な商慣習を超えた利益」が何なのか

や、「LP ガス事業者の切替えを制限するよ

うな条件」とはについて、早急にガイドラ

インに明記していただくようお願いいたし

ます。 

どのような行為や契約条件等が「正常な商

慣習を超えた利益」や「切替えを制限する

ような条件」に該当し、液石法上の違反行

為となるかについては、取引の内容や影響

等、様々な要素を総合的に判断することに

なるところ、今後、改正省令の施行（2024

年 7 月 2 日）に間に合うよう、ガイドライ

ン等で違反のおそれのある行為の具体例や

考え方等を示し、多数の LP ガス事業者に

よる改正制度の遵守を促してまいります。 

7① どのような行為や契約条件等が「正常な商

慣習を超えた利益」となるかの基準は、早

急に設けるのは難しいとは思うが、それが

無い間、紹介料の支払いは、一切を禁止に

でもしない限り続いてしまうのではない

か。これらを踏まえて、「賃貸向け LP ガス

料金について、ガス会社からの設備投資、

紹介料の支払い等あれば、内容や、それを

料金にどれだけ反映しているかに関わら

ず、入居者に料金とセットで提示しなくて

はならない」という方法も検討して欲し

い。 

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えており、今後、

事業者の取組状況等を把握しながら、必要

な取組を進めてまいります。 

いただいた御意見は参考にさせていただき

ます。 

8① 「正常な商慣習を超えた利益供与」につい

て、取引の内容や影響など、様々な要素を

総合的に判断とあるが個別の事例ごとに判

断していくことを想定しているのか。例え

ば、集合住宅の部屋数、ガス器具、ガス消

費量、ガス料金などから判断し、ガス器具

以外の設備等についていくらまでの投資な

ら正常な商慣習を超えていない、これを超

えると液石法違反というような判断をする

ということなのか。このような判断を一定

の基準において公平に行っていくことは現

実的には不可能であり、一律の明確なルー

ル（ガス器具以外の貸与禁止等）が必要な

のではないか。 

どのような行為や契約条件等が「正常な商

慣習を超えた利益」や「切替えを制限する

ような条件」に該当し、液石法上の違反行

為となるかについては、個別の事例ごとに

判断していくこととなります。 

正常な商慣習の範囲内の利益供与は広く一

般的に行われていることを鑑みると、LPガ

ス事業者による設備等の貸与等の行為を法

令上一律禁止とすることは難しいと考えま

すが、本中間とりまとめにおいては、商慣

行是正に向けた望ましい取組の方向性とし

て、消費者から信頼される LP ガスとなる

ためにも、業界全体として、長年続いてき

た利益供与行為については一切行わない方

向で取り組んでいくことが期待されるとし

ています。 

8② ガス器具以外の設備でも「正常な商慣習を

超えた利益供与」に該当しないものが出て

くるとすればそれを利用した他社に供給を

今後、改正省令の施行（2024年 7月 2日）

に間に合うよう、ガイドライン等で違反の

おそれのある行為の具体例や考え方等を示
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 御意見の概要 御意見に対する考え方 

切り替えられるリスクがある。「商慣行見

直しに向けた取組宣言」とあるが、それを

行った事業者が顧客を減らし、行わない事

業者が顧客を増やすことになる可能性もあ

るのではないか。 

し、多数の LP ガス事業者による改正制度

の遵守を促していくこととしています。こ

れに加え、規制当局による立ち入り検査等

の実施体制の整備、関係省庁と連携した取

組、WG等の公開の場での商慣行改革の動向

の監視・モニタリングの継続的な実施な

ど、今回の制度改正の実効性を確保するた

めの取組を進めてまいります。 

なお、ガス器具の貸与等の行為も、消費者

との契約確保を目的として過大になされる

場合は、規制対象となります。 

9① 第三者による消費者紹介に対する紹介料の

支払いも規制対象になるのか明確にしてい

ただきたい。また、規制対象となるとすれ

ば、過大な営業行為とされる金額の基準を

明確にしていただきたい。 

違約金規定や設備の買取条項における適正

な条件（金額・期間等）の範囲を明確にし

ていただきたい。 

第三者に対して支払われた紹介料が LP ガ

ス契約の違約金に含まれるなどして高額と

なり、LPガス事業者の切替えを制限するよ

うな場合には、規制の対象となることも考

えられます。 

今後、改正省令の施行（2024年 7月 2日）

に間に合うよう、ガイドライン等で違反の

おそれのある行為の具体例や考え方等を示

していくこととしていますが、どのような

行為や契約条件等が「正常な商慣習を超え

た利益」や「切替えを制限するような条

件」に該当し、液石法上の違反行為となる

かについては、取引の内容や影響等、様々

な要素を総合的に判断することになるとこ

ろ、一律に定量的な基準を設定することは

困難であると考えております。 

10① 中間とりまとめ案にあるように、販売店間

でいわゆる成功報酬を手にするブローカー

や仲介会社についても、オーナーに対する

利益供与と同様に望ましくないものとして

位置付け関係省庁と連携の上、規制の対象

としていただきたい。 

今後、改正省令の施行（2024年 7月 2日）

に間に合うよう、ガイドライン等で違反の

おそれのある行為の具体例や考え方等を示

していくこととしています。いただいた御

意見は参考にさせていただきます。 

11① ブローカーが「ご利用の LP ガス事業者の

社長は亡くなったため事業を辞めてしま

う。当社に切替えてほしい。」と勧誘をし

ている。LPガス事業者の社長は存命中であ

り、法改正で改善してほしい。また、ブロ

ーカーの営業スタイルの改善を求める。特

にお年寄りのお客様の場合、生命に関わる

ことがある。法改正時、その辺りのことが

はいると幸い。 

いただいた御意見については、関係省庁と

も共有するとともに、今後の参考とさせて

いただきます。 

12① 集合物件に於いては現実では入居者が自由

にガス業者を選ぶことは出来ません。オー

ナーとの条件付き契約を禁止しています

が、これにより「ガス業者の選定実権は実

賃貸集合住宅の消費者は、オーナー等が選

択した LP ガス事業者と契約締結せざるを

得ず、それが不透明で高額な料金負担の要

因となっていることから、LPガス事業者の

切替えを制限するような条件付き契約締結
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 御意見の概要 御意見に対する考え方 

質オーナーにある」と認識する事にならな

いでしょうか。 

等を禁止することを提示したものです。消

費者の方々に御指摘のような認識をもって

頂いた上で、今回の制度改正の趣旨を踏ま

えて消費者自らの利益保護の意識を高めて

頂くことは、商慣行改革を進めていく上で

も重要と考えます。 

1② 中間報告書Ｐ１８ ４行目について、消費

者から供給契約を解約された場合に生じる

配管の買取請求についての部分で、「無償

で貸与している設備の高額な買取条項等」

という表現だが、この「高額」は人によっ

ての評価が曖昧であると考える。このこと

から、報告書で取り上げるべき配管の清算

トラブルについての表現は、単なる金額の

多寡ではなく、「不当」或いは「過大」・

「過剰」という表現が相応しいのでは無い

か。 

御指摘の部分は、どのような行為や契約条

件等が正常な商慣習を超えた利益や切替え

を制限するような条件に該当するかの一例

として記載しているものです。 

なお、今後、改正省令の施行（2024年 7月

2 日）に間に合うよう、ガイドライン等で

違反のおそれのある行為の具体例や考え方

等を示し、多数の LP ガス事業者による改

正制度の遵守を促していくこととしていま

す。いただいた御意見は参考にさせていた

だきます。 

8③ LP ガスの切替を制限するような条件 につ

いて、「貸与している設備の高額な買取条

項」と記載されているが、何をもって高額

と判断するのか。 

どのような行為や契約条件等が「正常な商

慣習を超えた利益」や「切替えを制限する

ような条件」に該当し、液石法上の違反行

為となるかについては、取引の内容や影響

等、様々な要素を総合的に判断することに

なるところ、今後、改正省令の施行（2024

年 7 月 2 日）に間に合うよう、ガイドライ

ン等で違反のおそれのある行為の具体例や

考え方等を示していくこととしています

が、例えば、貸与している設備の標準的な

価格に照らして高額な場合が考えられま

す。 

13① 既存契約の定義に関して、契約締結日と物

件引渡日に何らかのルールを設けないと、

施行前見込み契約という事態が発生しない

か。引き渡し前 6ヶ月契約（例えば 12月 1

日引き渡し予定で 6 月 30 日契約）などは

既存物件の取り扱いになるのか。例えば建

築確認申請の許可の日付で既存と新規の分

けを設けることができないか。 

過大な営業行為の制限に係る規律（改正後

の液石法施行規則第 16 条第 15 号の 3 及び

4 の規定）については、利益を供与すると

いう行為を行わないことを定めるものであ

り、改正省令の施行前（2024年 7月 2日よ

り前）に締結された契約などの行為につい

て遡って適用はされません。 

なお、過去に行われた過大な営業行為であ

ったとしても、それが LP ガスの消費者に

不利益をもたらす可能性を鑑みれば、そう

した契約等については今後見直していくこ

とが望ましいと考えます。 

9② 既存契約とは消費者と締結済みの契約を指

すのか、オーナー等と締結済みの契約を指

すのか、若しくはその両方を指すのか明確

にしていただきたい。 

施行日以前に締結したフリーメンテナンス

契約にも適用されないか否か明確にしてい

過大な営業行為の制限に係る規律は、利益

を供与するという行為を行わないことを定

めるものであり、それが消費者との契約確

保を目的として行われるのであれば、消費

者に対する利益供与も、オーナー等に対す

る利益供与も対象となります。 
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ただきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

改正省令の施行前（2024 年 7 月 2 日より

前）に締結されたフリーメンテナンス契約

について、過大な営業行為に係る規律は遡

って適用はされません。ただし、施行後に

契約が更新された場合は、規律が適用され

ることとなります。また、当該契約に係る

費用については、三部料金制の徹底に係る

規律の対象となり得ます。 

なお、過去に行われた過大な営業行為であ

ったとしても、それが LP ガスの消費者に

不利益をもたらす可能性を鑑みれば、そう

した契約等については今後見直していくこ

とが望ましいと考えます。 

14①-

1 

中間とりまとめ（案）過大な営業行為の制

限について、「解釈通知およびガイドライ

ンにどこまでの記載が可能か、今後の検討

が必要」とあるが、以下の判断を示して頂

きたい。 

・既存契約があっても、契約条項の電気エ 

アコン等のガス消費に関係ない機器の交

換や修理費の負担は、施行後できなくな

るという認識で正しいか。 

・施行後にＬＰガス事業者の切替を実施し

た場合、前供給事業者の貸与設備(特に

ガスに関係ないもの）は、引き継ぐ事が

出来るのか？出来ないのか。 

不明確にすると、業者間の考え方相違によ

るトラブルに繋がりかねない。解釈を、ガ

イドラインにて明確に示してほしい。 

過大な営業行為の制限に係る規律について

は、改正省令の施行前（2024年 7月 2日よ

り前）に締結された契約には遡って適用は

されません。ただし、賃貸集合住宅のオー

ナーに対して無償もしくは通常よりも安い

費用で設備の交換や修理を行う場合、三部

料金制の徹底に係る規律の対象となり得ま

す。 

また、過大な営業行為の制限に係る規律の

施行後に、前供給事業者の貸与設備を引き

継ぐ行為が、消費者との契約確保を目的と

して過大になされる場合は、当該設備がガ

スと関係するかどうかを問わず、規制対象

となります。 

11② いわゆる貸付配管について、消費者が、LP

ガス事業者を当社から他の事業者に切替え

た際に、14条書面のとおり貸付配管の残存

分の代金を請求し入金されたが返金請求さ

れるなど裁判になった。裁判官に、液石法

にしたがって貸付配管の代金を請求してい

るのになぜ裁判になるのかと尋ねたとこ

ろ、消費者契約法で主張されると争いにな

るとのことだった。法改正時、消費者契約

法、液石法、民法等の考え方から、LPガス

事業者が生き残れる方策を検討してほし

い。 

当面の間、貸付配管をめぐる取組状況や課

題の有無等についてモニタリングを継続

し、例えば 3 年後（2027 年）を目途とし

て、制度上の対応の要否を検討していくこ

ととしています。いただいた御意見は参考

にさせていただきます。 

なお、いわゆる「貸付配管」をめぐる課題

については、過大な営業行為の制限や、三

部料金制の徹底による設備費用の外出し表

示・明確化といった今回の制度見直しによ

り、一定の改善も期待されるところです

が、消費者による LP ガスの選択機会を阻

害する可能性があり得るため、本中間とり

まとめでは、業界全体として、今後の新規

契約においては、貸付配管は行わない方向

で取り組んでいくことが期待されるとして

います。 
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14② 中間とりまとめ（案）過大な営業行為の制

限に関して、一週間ルールについて期間を

長くすることが出来ないか？（特に集合住

宅）。潜脱行為があったとしても、現在の

一週間ルール内では申し立て等をしている

間に切り替えが進行してしまい切り替えが

完了した後に、潜脱行為があったから言っ

て元に戻すのは難しい。 

当面の間、貸付配管をめぐる取組状況や課

題の有無等についてモニタリングを継続

し、例えば 3 年後（2027 年）を目途とし

て、制度上の対応の要否を検討していくこ

ととしています。いただいた御意見は参考

にさせていただきます。 

なお、いわゆる「貸付配管」をめぐる課題

については、過大な営業行為の制限や、三

部料金制の徹底による設備費用の外出し表

示・明確化といった今回の制度見直しによ

り、一定の改善も期待されるところです

が、消費者による LP ガスの選択機会を阻

害する可能性があり得るため、本中間とり

まとめでは、業界全体として、今後の新規

契約においては、貸付配管は行わない方向

で取り組んでいくことが期待されるとして

います。 

15 「中間とりまとめ（案）」ｐ.17 ①「過大

な営業行為の制限」中の（対応方針）につ

いて、違反した場合の罰則に関して、報告

徴収・立入検査・勧告・公表・基準適合命

令・登録取り消し等と段階を追って実施さ

れる御積りであろうが、過去の違反事例を

取り締まる場合、いかにも悠長で緩慢な印

象がある。少なくとも上場企業に関しては

ＣＳＲの観点からも高い倫理感が求められ

るべきであり、社会の規範となるべく企業

宣言を促し、違反があれば即座に勧告・公

表すべきである。 

本中間とりまとめでは、大手事業者が率先

して制度遵守の姿勢を示していくこと、規

制当局による取り締まりの場面で各社の宣

言内容を勘案していくこと、公開モニタリ

ングの場で大手事業者の取組状況をヒアリ

ングしていくこと等が挙げられています。 

いただいた御意見も踏まえ、取り組んでま

いります。 

16① 中間まとめ(案)P17 に「 液石法令に、以下

の規律を設け、罰則の対象とする。」とあ

るが、パブリックコメント募集の中間とり

まとめ(案)及び液化石油ガス「改正省令

案」には、「罰則規定のある条文に位置付

ける。」とある。中間とりまとめ(案)のP17

欄外に該当する条文の記載が在るが、とて

も分かりづらい説明となっていますので、

「中間とりまとめ(案)」本文に、「罰則規

定のある条文に位置付ける。」との説明分

の記載を追加してください。ＷＧ論議の中

で、2017年の省令改正が守られなかった理

由として、商慣行是正の取組の重要性が、

社会に十分理解されていなかったことや罰

則規定の有無が論議されました。今回の省

令改正で、罰則既定を設ける事を理解して

もらう事は、行政関係者・事業者・消費者

にとって重要なことと考えます。 

いただいた御意見も踏まえ、本中間とりま

とめに「改正後の液石法令の概要」を追記

しました。御指摘いただいた部分について

は、法令上、罰則規定のある条文に位置づ

けたとしても、罰則適用の対象とならない

場合もあり得ることから、原案のとおりと

させていただければと思います。 

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えております。事

業者や消費者の方に罰則規定について理解

してもらえるよう周知に努めてまいりま

す。 
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11③ アパート等のオーナーは、工務店等により

給湯器、ガス配管工事は LP ガス事業者持

ちであるとすり込まれている。法改正があ

り、国交省からの要請文があってもオーナ

ーに届くか疑問。 

今回の制度改正の実効性を確保するために

は、御指摘のオーナー等不動産関係業界の

理解向上に向けた取組が不可欠であると考

えており、関係省庁と連携した取組を進め

てまいります。 
＊今後、不動産関係団体向けに、今回の制度改

正の内容について周知徹底を図り、適切な対

応を促すこととしています。 

14③ 中間とりまとめ(案)P17 対応方針 液石

法第 16 条第 2 項に規律を設け、罰則の対

象とする件について、LPG 事業者に対し、

「過大な営業行為を制限し、正常な商慣習

を超えた利益供与を禁止し、これに違反し

た場合には罰則を与える」とのことだが、

利益を享受する側には罰則を与えないとい

うのはまったく片手落ちの制度改定と思わ

れる。供与する側の多くは、やりたくて行

っているのではなく、享受する側から要求

されて行っているのが実態である。WGでも

認識しているはず。享受する側に罰則が無

く、また今後も法に抵触しない新たな要求

が生まれ、それに対応できない LPG 事業者

は淘汰されてしまう。制度の見直しの実効

性を確保するための方策強化を求めるなら

ば、双方に罰則を与えるべきと考えます。 

今回の制度改正の実効性を確保するために

は不動産関係業界の理解向上に向けた取組

が不可欠であると考えており、関係省庁と

連携した取組を進めてまいります。 
＊LPガス商慣行通報フォーム（https://mm-

enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/shigen-

nenryo/tsuhoform）でも個別情報を受け付けてお

ります。 

＊今後、不動産関係団体向けに、今回の制度改

正の内容について周知徹底を図り、適切な対

応を促すこととしています。 

 

17① 正常な商慣習を超えた利益を供与を禁止す

るだけでは、問題の根本は解決しないので

はないでしょうか。賃貸集合住宅の入居者

が自らの意思でガス会社を選択することが

困難であり、この状況を悪用した行為が禁

止されるべきです。そのためにはガス料金

の設計自体に更なる規制が必要と考えま

す。ＬＰガス料金は個別に設計が可能であ

り、集合住宅向けプランとして割高なプラ

ンを設計することができます。利益供与の

有無にかかわらず、入居者が容易にガス会

社を変更できないことを利用して、割高な

集合住宅向けプランを提供する行為が残る

可能性があります。同一地域内では戸別・

集合を問わず同一のガス料金とする、差を

認めるとしても配送費程度までしか認めな

い。具体的にどのような費用は基本料金・

従量料金に含めて良いのか明確化する。こ

ういった規制が必要だと考えます。 

今回の制度見直しでは、LPガス料金に含ま

れる設備や機器等の費用を明確化するだけ

では不十分として、いわゆる無償貸与とい

った商慣行そのものを是正していくことと

しました。今後、商慣行改革の動向の監

視・モニタリングを継続しくこととしてい

るところ、いただいた御意見も参考にしつ

つ、更なる改革や制度見直しの要否を検討

してまいります。 

6② ＬＰガス事業者が、オーナーや建設業者等

の不動産関係者に対し無償貸与している消

費設備やガス消費機器等があれば、入居予

定の消費者に対しＬＰガス料金等の情報と

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えております。い

ただいた御意見は、今後の政策立案の参考

とさせていただきます。 

https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/shigen-nenryo/tsuhoform
https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/shigen-nenryo/tsuhoform
https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/shigen-nenryo/tsuhoform
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ともにＬＰガス事業者所有物もあわせて情

報提供することを義務化することで、過大

な営業行為の抑制効果が期待できると考え

ます。 

３．三部料金制の徹底（設備費用の外出し表示・計上禁止）について 

12② 三部料金制の徹底とありますが、そもそも

設備料金をガス料金で回収（外出し表示し

たとしても）する事自体が、トラブルの元

であると思います。概要では、設備料金が

無くても「該当なし」と記載するようにと

あります。この場合、多くのガス会社で業

務の基幹システムのソフトを改修する必要

が生じ（現状の検針票や売上には設備料金

の記載はない）、多大なシステム改修費用

が負担となるのではないでしょうか。 

今回の制度改正では、設備費用をガス料金

で回収すること自体が課題であるという問

題意識の下、必要な措置を講じることとし

ています。 

なお、三部料金制に関する規律について

は、システム改修に要する期間も勘案し、

公布の日から起算して 1 年を経過した日か

ら施行することとしています。 

9③ 設備費用の外出し表示とは、ガス設備以外

（エアコン他）も含めたものなのか明確に

していただきたい。 

三部料金制の徹底に係る規律の施行後

（2025年 4月 2日以降）に締結又は更新す

る LP ガス販売契約（新規契約）に係る料

金については、電気エアコンなどガス消費

と関係ない設備費用を料金に含めることは

禁止されます。 

施行時点における LP ガス販売契約（既存

契約）に係る料金については、ガス設備以

外（エアコン他）の費用も含めて設備費用

として外出し表示することは可能です。た

だし、消費者利益を確保する観点から、新

制度に対応した料金へと早期に見直してい

くことが望ましいと考えます。 

11④ 今後三部料金制にしていこうとすることに

ついて、本当に実施できるか疑問に感じ

る。三部料金制をとっていたアパートが他

社に切替えられたことがある。 

改正後の施行規則第 16 条 15 号の 7 の規定

は、LP ガス料金を請求する場合、基本料

金・従量料金・設備料金に分けて通知する

ことを義務付けるものです。各料金に該当

するものがなくても金額等を記載する必要

があるところ、三部料金制を採用していな

い場合は罰則等の対象となります。 

2⑤ 18 ページ 2 三部料金制の徹底につい

て、「不透明」なのは、設備貸与の有無も

含めた高額でバラバラな LP ガス料金が原

因です。現場で感じるのは、「必ずしも貸

与の内容がガス料金とリンクしてない」事

実です。「売込価格」で消費者を巻き込

み、「高額支払い者」から得た資金を紹介

斡旋や開発の歩合、他事業への原資として

来たでしょうか。自由料金の解釈が長年放

置され、「貸与毎の料金設定」更には「貸

与に関係なくバラバラで良いか」となった

のかも知れません。 

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えております。い

ただいた御意見も踏まえ、公開モニタリン

グの場で議論する等、商慣行是正に向けて

取り組んでまいります。 
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 御意見の概要 御意見に対する考え方 

5② 三部料金制の徹底について、過大な営業費

用や無償貸与の費用回収、入居者への料金

不開示が是正されたとして、本当に集合住

宅において低廉な LP ガス価格になるのか

疑問が残る。勿論この施行規則改正は行っ

たほうが良いのは言うまでもないが、現行

の商慣習のぬるま湯に浸かり続けた LP ガ

ス業者や賃貸マンションのオーナーが大人

しく正直に設備料金を三部制になったから

「設備代金はこれだけです」と出してくる

とは思えない。恐らく設備代金は雀の涙ほ

どの僅かな金額で出してくるであろう。資

源エネルギー庁やワーキンググループの

方々におかれては、外出しの設備費用が僅

かな金額だと消費者が訴えてきた時に、そ

の金額の真偽を見極めるべく即時の調査が

行われるように各地方経済産業局等に前も

って働きかけられたい。 

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えております。い

ただいた御意見も参考にしつつ、必要な取

組を進めてまいります。 

9④ 19 ページ 28 行目にある「施行時点におけ

る既存契約（施行時点で締結済みの LP ガ

ス消費に係る料金契約）」と 18ページ 27行

目にある「施行時点で締結済みの LP ガス

消費に係る販売契約」との違いを教えてい

ただきたい。 

両者に違いはありませんので、19ページ

の本文について、「施行時点で締結済みの

LPガス消費に係る販売契約」に修正させ

ていただきます。 

 

17② 三部料金制の徹底（設備費用の外出し表

示・計上禁止）において「施行時点におけ

る既存契約（施行時点で締結済みの LP ガ

ス消費に係る料金契約）については、投資

回収等への影響等を鑑み、制度上は設備費

用の外出し表示のみを求めることとする」

とされているが、賃貸集合住宅における既

存契約は施行時点において新制度に移行さ

せるべきです。つまり、施行後は既存・新

規を問わず全ての賃貸集合住宅において、

設備料金の計上を禁止すべきです。既存・

新規の契約が混在する状況では、同一物件

の入居者に異なるガス料金が課される不均

衡が生じます。また、新規契約については

新制度へ移行させるのであれば、既存契約

者が賃貸集合住宅を退去せずに既存ガス契

約のみを解約し、解約後に新規でガス供給

を求めることで個別に新制度への移行が可

能となります。 

三部料金制の徹底に係る規律の施行時点

（2025 年 4 月 2 日時点）における LP ガス

販売契約（既存契約）に係る料金について

は、投資回収等の影響等を鑑み、設備費用

の計上自体は禁止せず、設備費用の外出し

表示を求めることで LP ガス料金の透明性

を確保することとしています。その上で、

ご指摘の点も考慮し、新制度に対応した料

金へ早期移行を促すべく、改正省令の附則

第 3 条に努力義務規定を設けました。当該

規定も踏まえつつ、公開モニタリングの場

等を通じて、LPガス事業者による対応を促

してまいります。 

18① P18、P19、「三部料金制の徹底」（設備費用

の外出し表示・計上禁止）（対応方針）に

ついて、「今後継続する WG の残された検討

課題として、既存契約者の契約是正につい

新制度に対応した料金へ早期移行を促すべ

く、改正省令の附則第 3 条に努力義務規定

を設けました。当該規定も踏まえつつ、公
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 御意見の概要 御意見に対する考え方 

て検討していくことが求められる」ことを

記載いただきたい。商慣行是正で消費者の

被害救済をするには、圧倒的に割合が多い

既存契約者の早期の契約是正が必用と考え

ます。 

開モニタリングの場等を通じて、LPガス事

業者による対応を促してまいります。 

9⑤ 自動更新条項が無効化されるのか明確にし

ていただきたい。 

 

三部料金制の徹底に係る規律の施行後

（2025 年 4 月 2 日以降）の LP ガス販売契

約の契約更新については、施行後の新規契

約と同様に扱うこととしているところ、自

動更新条項により設定された指定の期日で

当該契約は一旦満了し、以降は施行後の新

規契約と同様に扱うこととなります。この

ため、当該契約に係る LP ガス料金につい

ては、設備費用の計上禁止に係る規律に対

応する必要があります。 

19 施行時点における消費者との液化石油ガス

販売契約（既存契約）については、投資回

収への影響等を鑑み、設備費用の計上自体

は禁止せず、設備費用の外出し表示（内訳

表示の詳細化）を求め、（改正省令附則第

2条）その上で、新制度への意向を促して

いくとのことだが、元々設備費用を通常の

ガス料金に追加計上しておらず、ホームペ

ージで公開している一般的な料金の、利益

を圧縮した形で貸与している場合において

は、設備費用の外出し表示は求めないこと

としてはどうでしょうか。 

上記の場合おいて、消費者の不利益には、

つながらないと思われます。また、基本料

金、従量料金、設備料金が改めて切り分け

ることが困難です。 

今回の制度改正は、消費者の方々から LP

ガス料金が不透明で高い等の課題が指摘さ

れていることも踏まえて実施するもので

す。 

改正後の施行規則第 16 条 15 号の 7 の規定

は、LP ガス料金を請求する場合、基本料

金・従量料金・設備料金に分けて通知する

ことを求めるものであり、各料金に該当す

るものがなくても金額等を記載する必要が

あります。 

なお、賃貸集合住宅のオーナーに対して無

償で設備貸与を行う場合、消費者が負担す

る LP ガス料金でその費用を回収すると考

えられるため、客観的な根拠でもって上乗

せしていないと説明できない限り、三部料

金制の徹底に係る規律に反する可能性があ

ります。 

7② 「設備費用の LP ガス料金への計上禁止」

や、賃貸向け LP ガスの「設備料金は「該

当なし」と記載」とあるが、投資した設備

があってもその設備料金を「該当なし」と

しておいて、基本料金や従量料金を高めに

設定してしまえば、消費者には分からない

のではないか。 

賃貸集合住宅のオーナーに対して無償で設

備貸与を行う場合、消費者が負担する LP

ガス料金でその費用を回収すると考えられ

るため、客観的な根拠でもって上乗せして

いないと説明できない限り、三部料金制の

徹底に係る規律に反する可能性があると考

えています。 

なお、「該当なし」との記載は、設備費用

の計上禁止規定が適用される新規の LP ガ

ス販売契約に係る LP ガス料金の内訳表示

方法として求めているものです。 

14①-

2 

中間とりまとめ（案）三部制料金の徹底に

ついて、以下の判断を示して頂きたい。 

・既存契約で貸与契約書が存在し未償却分

が残っているのに三部料金施行後、設備

賃貸集合住宅のオーナーに対して無償で設

備貸与を行う場合、消費者が負担する LP

ガス料金でその費用を回収すると考えられ

るため、客観的な根拠でもって上乗せして
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 御意見の概要 御意見に対する考え方 

料金について『該当なし』とする事は、

罰則対象になるのか。 

不明確にすると、業者間の考え方相違によ

るトラブルに繋がりかねない。解釈を、ガ

イドラインにて明確に示してほしい。 

いないと説明できない限り、設備料金とし

て「0 円」と記載することは、三部料金制

の徹底に係る規律に反する可能性がありま

す。 

なお、「該当なし」との記載は、設備費用

の計上禁止規定が適用される新規の LP ガ

ス販売契約に係る LP ガス料金の内訳表示

方法として求めているものです。 

8④ 設備代金を請求している、していないとど

うやって判断するのか。例えば設備貸与の

ある顧客と設備貸与のない顧客に対して同

じガス料金を採用している販売店がガス料

金に設備代金は一切含めていないため顧客

には請求していないと主張した場合はどう

なるのか。ガス事業で得た売上から設備を

購入しているはずであり設備貸与のある顧

客に対して請求していないのではなく全て

の顧客から少しずつ回収していると解釈す

べきではないか。 

また、基本料金、従量料金を高めに設定

し、設備代金は 0 円として消費者に請求し

てはいないという主張も可能なのではない

か。仮に基本料金、従量料金が相場より著

しく高かったとしてもそれは個々の事業者

が算出したものであり基本料金、従量料金

が高い安いということについて介入するこ

とはできないと思われる。 

賃貸集合住宅のオーナーに対して無償で設

備貸与を行っている場合は、消費者が負担

する LP ガス料金でその費用を回収してい

ると考えられるため、客観的な根拠でもっ

て上乗せしていないと説明できない限り、

設備料金として「0 円」と記載すること

は、三部料金制の徹底に係る規律に反する

可能性があります。 

 

20① ガス警報器について、賃貸集合住宅に関し

ては特例的に基本料金に含める方向にして

いただけないか。安全機器であるガス警報

器を設備料金として外出しすると、例えば

月額 100 円×60 か月の貸与契約であって

も、入居者がガス警報器は不要であると拒

否するケースが散見されます。基本料金に

含める事に対して消費者の安全を鑑み柔軟

な対応を要望致します。 

ガス警報器については、LP ガス器具等 LP

ガスを消費する場合に用いられるものとし

て設備料金に含めるというのが一義的な整

理となります。他方、ガス警報器について

は、消費者に設置義務がある場合があるこ

とに加え、ガス給湯器やガスコンロ等、LP

ガスを消費して利用する設備や機器とは異

なり、LPガス利用者やその隣接住民等をガ

ス事故から護るために、保安上必要なもの

として、LPガスの安全・安心な供給に寄与

するものといえます。このため、専ら保安

のために用いられる警報器の費用について

は、供給設備や設備点検等の固定的な費用

と同様に基本料金に含めることも差し支え

ないと考えます。 

なお、御指摘の、設備料金として外出し表

示をすると警報器の設置を拒否するケース

があることがこの考え方の理由ではなく、

消費者の方々に対して LP ガス料金に含ま

れる設備や機器等の費用を明確にすること
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で、不透明な形での料金請求という課題を

解決することが今回の制度改正の目的で

す。その趣旨に鑑みて対応していただけれ

ばと思います。 

13② 中間とりまとめ案の 19 ページ脚注９の

「電気エアコンやインターホン等、LPガス

の消費とは関係のない設備に係る費用につ

いては、LPガス販売契約とは別のリース契

約等を消費者と締結し、別途負担を求める

べきものと考えられる」とあります。賃貸

物件の場合、リースを結ぶ当事者は消費者

ではなくオーナー（物件所有者）ではあり

ませんか。既存物件における設備機器の費

用回収はオーナー側とすることを明確に表

記すべきと考えます。 

御指摘の部分は、LPガスの消費とは関係の

ない設備の費用を消費者から回収する場合

は、LPガス料金とは別の契約等により対応

すべきとの考えを示したものです。その点

が明確になるよう、「電気エアコンやイン

ターホン等、LPガス消費とは関係のない設

備に係る費用について消費者に負担を求め

る場合は、LPガス販売契約とは別のリース

契約等を消費者と締結する等、LPガス料金

ではない形で別途負担を求めるべきものと

考えられる」と修正させていただきます。 

なお、御指摘の賃貸物件の扱いについて

は、本中間とりまとめ案 p19 19 行目以降

において考え方を記載しております。 

13③ 中間とりまとめ案の１９ページ脚注１０の

「LPガス事業者と消費者の間で、ガス器具

の費用負担についての合意がある場合は、

賃貸向け LP ガス料金であっても、戸建て

住宅向け料金と同様に、LPガスの消費に用

いられる設備の費用として計上することは

許容される。」とあります。賃貸物件での

消費者との「合意」と戸建て住宅でのそれ

とは同様にはならないと考えます。ガス器

具の費用負担に合意しない場合、入居がで

きなくなる恐れはないでしょうか。例え

ば、ガス給湯器は月々５００円で利用可能

という物件で、それ家賃に含まれるはずで

すから、合意できませんとなった場合、入

居を断られることに繋がりませんか。 

ご指摘の脚注 10 は、賃貸住宅における消

費設備の貸与費用等であって消費者と合意

がある場合は、賃貸住宅ではない場合と同

様に、当該費用を LP ガス料金の設備料金

に計上することを認めるという考え方を示

したものです。 LP ガス事業者と締結する

LPガス販売契約は、オーナー等と締結する

物件の賃貸借契約とは異なるため、入居を

断られることにはつながらないと考えられ

ます。 

10② 既存契約を新制度に移行することが認めら

れ、オーナーや入居者による買い取りやリ

ース契約などの契約形態が考えられる。入

居者から設備費としてガス料金への計上さ

へなければＬＰガス販売は自由に実施して

いい、液化石油ガス法の管轄外であり別ビ

ジネスといった形で設備費用を回収するこ

とが正当化されるような考え方や認識が広

まらないようガイドラインまたは通達の運

用をお願いしたい。 

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えております。 

例えば、賃貸集合住宅のオーナーに対して

無償で設備貸与を行う場合、消費者が負担

する LP ガス料金でその費用を回収すると

考えられるため、客観的な根拠でもって上

乗せしていないと説明できない限り、設備

料金として「０円」と記載することは、三

部料金制の徹底に係る規律に反する可能性

があります。また、別ビジネスといった形

での設備費用の回収であったとしても、そ

れが LP ガス事業者の切替えを制限するよ

うな場合には、過大な営業行為に係る規制

の対象となることも考えられます。そうし
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た考え方の周知を図りつつ、事業者の取り

組み状況について公開モニタリングの場で

議論する等、商慣行是正に向けて取り組ん

でまいります。 

2⑥ 19 ページ 注釈 11 について、消費者が料

金の違和感に気付いたのは、「知人と料金

情報を交換して初めて」の方は少なくなく

ありません。「ホームページで公開」して

いても、個人で 1 対 1 の場合、「ホームペ

ージで一般料金が幾らになっているか、確

認してない」と想定出来ます。これから、

消費者被害の認定基準も検討すべきではな

いでしょうか。 

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えております。い

ただいた御意見も踏まえ、公開モニタリン

グの場で議論する等、商慣行是正に向けて

取り組んでまいります。 

3④ P.18-②三部料金制の徹底（設備費用の外

出し表示・計上禁止）について、「液石法

令に、以下の規律を設け、罰則の対象とす

る」との記載がありますが、今回改正とな

る「液化石油ガスの保安の確保及び取引の

適正化に関する法律施行規則」法第 16 条

第 2 項の経済産業省令で定める（販売の方

法の基準）に違反した場合に適応される罰

則が現行の条文にあるとの説明書きがあり

ますが、LPガス事業者が販売方法の基準に

違反しないよう、監視・指導を強化する必

要があります。 

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えております。規

制当局による立ち入り検査等の実施体制の

整備に加え、関係省庁と連携した取組を進

めてまいります。また、WG等の公開の場で

商慣行改革の動向の監視・モニタリングを

継続的に実施してまいります。 

21① 三部料金制の徹底について、国交省から所

管業界に対して、監督方針を示す文書を通

じ、入居希望者への情報（料金等の）提供

を行うこと。一般の消費者はテレビ、電気

エアコン、ドアフォン、Wi-Fi 等ＬＰガス

消費と関係のない設備費用がＬＰガス料金

に転嫁されているとは考えていません。こ

のことを知ったら騙されたと思います。 

いただいた御意見も参考にしつつ、関係省

庁と連携した取組を進めてまいります。 

なお、入居希望者に対する LP ガス料金等

の情報提供に関しては、令和 6年 2月 29日

付け文書により、国土交通省から賃貸住宅

関係団体等に対して改めて要請していま

す。 
 

16② P18、P19「三部料金制の徹底」（設備費用

の外出し表示・計上禁止）について、「国

交省から所管業界に対して、監督方針を示

す文書を通じて、入居希望者への情報提供

（料金情報等）を行うこと、もしＬＰ事業

者側から過大な営業が行われた場合は受け

付けない旨を注意啓発・指導していくこと

が求められる」ことを記載してください。

また、今後継続するＷＧの残された検討課

題としてください。 

悪しき商慣行が長年放置されてきた要因の

一つは、利害が一致し美味しい思いをして

きた二つの業界が存在することです。一つ

は、生活設備(テレビ・エアコン・ドアフ

入居希望者に対する LP ガス料金等の情報

提供に関しては、令和 6 年 2 月 29 日付け

文書により、国土交通省から賃貸住宅関係

団体等に対して改めて要請しています。ま

た、LPガス事業者による過大な営業行為に

関しては、令和 6 年 1 月 23 日付け文書に

より、経済産業省から日本賃貸住宅管理協

会に対して、そうした営業行為には応じな

いよう要請しているところです。加えて、

本中間とりまとめ案 p24 に記載していると

おり、今後、不動産関係団体向けに文書を

発出し、今回の制度改正の内容について周

知徹底を図り、適切な対応を促すこととし

ています。 
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ォンなど)の無償貸与や紹介料をもらい、

本来自分たちが負担しなければならない費

用を入居者のＬＰガス料金に転嫁している

オーナーや不動産管理会社等と、もう一つ

は無償貸与を条件に一度に多数の顧客確保

が出来、費用はＬＰガス料金に転嫁して、

美味しい思いをしているＬＰガス販売事業

者です。この二つの業界への規制が必要で

す。悪しき商慣行の是正には、通報フォー

ムで寄せられた事例の現状認識・改革課

題・課題解決方法の制度化等について、商

慣行是正の流れを良く知るＷＧのメンバー

による論議で決定していくことがより有効

と考えます。 

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えております。い

ただいた御意見も参考にしつつ、関係省庁

と連携した取組を進めるとともに、通報フ

ォームに寄せられた情報や市場調査を通じ

て得られた情報等も活用し、WG等の公開の

場で商慣行改革の動向の監視・モニタリン

グに取り組んでまいります。 

４．入居希望者に対する LP ガス料金等の情報提供について 

3⑤ P.20-③賃貸集合住宅等における LP ガス料

金等の情報提供について、これまでも、入

居後における LP ガス料金を巡るトラブル

防止のため、2021年 6月、経済産業省・国

土交通省から、関係業界に対し、入居希望

者への LP ガス料金の情報提供を依頼する

通知を発出する等の取組を実施してきてい

ますが、あくまでも協力要請にしか過ぎな

いことから対応が遅れています。このよう

なことから、今回の制度見直しにおいて

は、賃貸集合住宅において、LP ガス事業

者は、事前に、入居希望者に直接、又は、

オーナー、不動産管理会社、不動産仲介業

者等を通じて、LP ガス料金等を提示する

ことを義務付けてください。 

今回の制度改正では、入居希望者が LP ガ

ス事業者に対して直接 LP ガス料金表等の

情報提供を要請する場合は、それに応じる

ことを義務付けています。 

他方、LPガス事業者は、不動産関係者の協

力なしでは、自ら入居希望者に直接接する

ことは困難です。そうした中で入居希望者

に対する情報提供を義務付けてしまうと、

不動産関係者が情報提供しなかった場合で

あっても LP ガス事業者に罰則が適用され

てしまいます。このため、不動産関係者を

通じて間接的に情報提供を行う場合は努力

義務としていますが、いずれにせよ、今回

の制度改正の実効性を確保するための取組

が不可欠であると考えており、今後、事業

者の取組状況等を把握しながら必要な取組

を進めてまいります。 

16③ P20「賃貸集合住宅等におけるＬＰガス料

金等の情報提供」について、LPガス料金等

の入居希望者への情報提供（事前提示）は

努力義務でなく、義務にしてください。 

LP ガス対応の賃貸住宅においては、「賃貸

契約＝LPガス事業者との契約」となり消費

者にとっては、LPガス事業者の選択自由が

無い条件での契約となります。従って、賃

貸契約締結の前に、同時契約となる LP ガ

ス料金等の情報提供は、自由市場における

消費者にとって基本的な知る権利の実現で

基本的権利保障に繋がります。 

今回の制度改正では、入居希望者が LP ガ

ス事業者に対して直接 LP ガス料金表等の

情報提供を要請する場合は、それに応じる

ことを義務付けています。 

他方、LPガス事業者は、不動産関係者の協

力なしでは、自ら入居希望者に直接接する

ことは困難です。そうした中で入居希望者

に対する情報提供を義務付けてしまうと、

不動産関係者が情報提供しなかった場合で

あっても LP ガス事業者に罰則が適用され

てしまいます。このため、不動産関係者を

通じて間接的に情報提供を行う場合は努力

義務としていますが、いずれにせよ、今回

の制度改正の実効性を確保するための取組

が不可欠であると考えており、今後、事業
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者の取組状況等を把握しながら必要な取組

を進めてまいります。 

22① LPガス料金等の情報提供について、入居希

望者への LP ガス料金の事前提示を「努力

義務」としているが、義務付けることを明

記すべきである。単に「努力義務」とする

だけでは従来と変わらず、実効性が担保さ

れない。 

今回の制度改正では、入居希望者が LP ガ

ス事業者に対して直接 LP ガス料金表等の

情報提供を要請する場合は、それに応じる

ことを義務付けています。 

他方、LPガス事業者は、不動産関係者の協

力なしでは、自ら入居希望者に直接接する

ことは困難です。そうした中で入居希望者

に対する情報提供を義務付けてしまうと、

不動産関係者が情報提供しなかった場合で

あっても LP ガス事業者に罰則が適用され

てしまいます。このため、不動産関係者を

通じて間接的に情報提供を行う場合は努力

義務としていますが、いずれにせよ、今回

の制度改正の実効性を確保するための取組

が不可欠であると考えており、今後、事業

者の取組状況等を把握しながら必要な取組

を進めてまいります。 

21② 「賃貸集合住宅におけるＬＰガス料金等の

情報提供」について、ＬＰガス料金等の入

居希望者への情報提供（事前提示）は努力

義務でなく義務にして下さい。努力義務で

はこの状態を改善することは出来ないと考

えます。 

今回の制度改正では、入居希望者が LP ガ

ス事業者に対して直接 LP ガス料金表等の

情報提供を要請する場合は、それに応じる

ことを義務付けています。 

他方、LPガス事業者は、不動産関係者の協

力なしでは、自ら入居希望者に直接接する

ことは困難です。そうした中で入居希望者

に対する情報提供を義務付けてしまうと、

不動産関係者が情報提供しなかった場合で

あっても LP ガス事業者に罰則が適用され

てしまいます。このため、不動産関係者を

通じて間接的に情報提供を行う場合は努力

義務としていますが、いずれにせよ、今回

の制度改正の実効性を確保するための取組

が不可欠であると考えており、今後、事業

者の取組状況等を把握しながら必要な取組

を進めてまいります。 

18② P20、「賃貸集合住宅等におけるＬＰガス料

金等の情報提供」（対応方針）について、

LPガス料金等の入居希望者への情報提供

（事前提示）は努力義務でなく、義務にし

ていただきたい。 

【理由】 

令和 4（2022）年 12月に実施した国土交

通省の関係業界向けに行ったアンケート調

査の結果によると、賃貸住宅オーナーが

LPガス事業者より LPガスの料金等の記載

今回の制度改正では、入居希望者が LP ガ

ス事業者に対して直接 LP ガス料金表等の

情報提供を要請する場合は、それに応じる

ことを義務付けています。 

他方、LPガス事業者は、不動産関係者の協

力なしでは、自ら入居希望者に直接接する

ことは困難です。そうした中で入居希望者

に対する情報提供を義務付けてしまうと、

不動産関係者が情報提供しなかった場合で

あっても LP ガス事業者に罰則が適用され

てしまいます。このため、不動産関係者を
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のある資料を受領したことがある割合は低

い実態があるため。 

通じて間接的に情報提供を行う場合は努力

義務としていますが、いずれにせよ、今回

の制度改正の実効性を確保するための取組

が不可欠であると考えており、今後、事業

者の取組状況等を把握しながら必要な取組

を進めてまいります。 

16④ P20「賃貸集合住宅等におけるＬＰガス料

金等の情報提供」について、「LP ガス料金

の透明化の実効性確保のため、宅建業者

が、宅建業法の重要事項説明を行う際に、

必ず書面にて LP ガス料金、設備費用につ

いて説明を行っていくことが求められる」

ことを記載してください。2022 年 12 月に

実施した国土交通省の関係業界向けに行っ

たアンケート調査の結果によると、入居希

望者への LP ガス料金等の事前情報の提示

は、とても低い状況にあるからです。 

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えております。頂

いた御意見も参考にしつつ、関係省庁と連

携した取組を進めてまいります。 

5③ 20 ページの 賃貸集合住宅等における LP

ガス料金等の情報提供について、耳障り良

く「入居前の情報提供が担保される」と制

度運営をステレオタイプ化した結果、しわ

寄せが既入居者に行くことがないよう十分

な配慮をされたい。 

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えております。頂

いた御意見も参考にしつつ、関係省庁と連

携した取組を進めてまいります。  

 

2⑦ 20 ページ 3 賃貸集合住宅等における LP

ガス料金等の情報提供について、「LP ガス

料金の多寡を知った上で入居しない選択」

が出来れば、大きな抑止力となるのではな

いでしょうか。 

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えております。今

回の制度改正がご指摘のような抑止力とな

るよう、事業者の取組状況等を把握しなが

ら、必要な取組を進めてまいります。 

５．制度見直しの実効性を確保するための方策について 

10③ 今回の改正について実効性担保のため、資

源エネルギー庁・同地方局・都道府県や政

令指定都市担当部署の統一的な運用と体制

強化、違反行為の販売店に対する迅速な執

行力をお願いしたい。 

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えております。規

制当局による立ち入り検査等の実施体制の

整備に加え、関係省庁と連携した取組を進

めてまいります。 

16⑤ P21監視・通報体制の整備について、「液

石法令の違反行為を取り締まる体制整備が

不可欠である。制度改正を踏まえ、資源エ

ネルギー庁、各地域の経済産業局、そして

自治体といった規制当局による立ち入り検

査等の実務体制を整備していくことが求め

られる。」との表記があります。検査等の

実務体制の整備として下記事項に付いて見

直しを行って下さい。 

①検査体制の補強を行ってください。実態

としてある四年に一度の検査頻度では、求

められる商慣行是正が追い付きません。都

道府県別の検査体制の実態調査と報告をお

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えております。い

ただいた御意見も参考にしつつ、規制当局

による立ち入り検査等の実施体制の整備に

取り組んでまいります。 
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願いします。 

②商慣行是正の検査マニュアルの作成と検

査項目の統一し、ＷＧ・地方懇談会等で進

捗状況が地域別・規模別に評価・分析で

き、対策協議が出来るようにしてくださ

い。 

③検査担当者研修の教本と研修 DV等の作

成で、全国統一研修を実施して下さい。 

＜理由＞ 

政令都市の検査担当者からの聞き取り調査

では、人員不足で検査は四年に一度しかで

きていないこと。保安業務検査マニュアル

と検査官の研修の教本はあるが、商慣行是

正の検査マニュアルと教本は整備されてい

なく、新任の検査官は何をやったらいいの

か、わからない状態とのことでした。2017

年の省令改正とガイドラインを「守らせら

れなかった行政」の反省点としてやりきる

事が重要です。 

21③ ４．商慣行是正に向けた対応方針（３）制

度見直しの実効性確保するための方策につ

て、「まず、液石法令の違反行為を取り締

まる体制整備が不可欠である。制度改正を

踏まえ、資源エネルギー庁、各地域の経済

産業局、そして自治体といった規制当局に

よる立ち入り検査等の実務体制を整備して

いくことが求められるとあります。 

①検査体制の見直しが必要です。４年に一

度の検査では是正することは出来ないでし

ょう。 

②商慣行是正の検査マニュアルの作成をお

願いいたします。検査項目はどの地域も同

じにしてください。  

③検査担当者研修の教本と研修ＤＶ等の作

成をしてください。 

聞き取り調査で人員不足、保安業務検査官

の研修の必要性が分かっています。 

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えております。い

ただいた御意見も参考にしつつ、規制当局

による立ち入り検査等の実施体制の整備に

取り組んでまいります。 

23 （３）制度見直しの実効性を確保するため

の方策 ①監視・通報体制の整備～通報フ

ォームの整備において、「（略）資源エネル

ギー庁、各地域の経済産業局、そして自治

体といった規制当局による立ち入り検査等

の実務体制を整備していくことが求められ

る。」とされております。全国一律の対応

が求められると思いますので、具体的でわ

かりやすいガイドラインの制定と、丁寧な

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えております。い

ただいた御意見も参考にしつつ、自治体向

け説明会の開催も含め、規制当局による立

ち入り検査等の実施体制の整備に向けて取

り組んでまいります。 
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自治体向け説明会の開催をお願い申し上げ

ます。 

9⑥ 立入検査の結果、違反のあった事業者はHP

で公開するなど消費者が広く知り得る仕組

みを構築できないか。 

いただいた御意見も踏まえ、検討してまい

ります。なお、液石法第 17 条では、勧告

に従わなかった場合において、その旨を公

表することができると規定しています。 

9⑦ 通報フォームに寄せられた通報への対応に

ついて、相手方に迅速に通告していただき

たい。 

通報フォームに寄せられた情報について

は、まず、通報者の方に不利益が生じない

よう留意しながら取り扱う必要があると考

えています。その上で、違反行為の取り締

まりの端緒として活用していくこととして

います。集約・構造化した情報を基に公開

の場で議論する等、市場監視・モニタリン

グに活用していくことも予定しています。 

2⑧ 23ページ 規制当局が通報フォームを開設

したということ自体が抑止力との指摘につ

いて「抑止力」効果は、間違いなくあると

思います。但し、最も効いて欲しい相手に

殆ど効いてないのも、間違いない実態で

す。通報フォームが何処へ向かうのか、そ

して、効力を発揮する事があるのか、多く

の事業者が気にしているでしょうか。 

通報フォームに寄せられた情報について

は、通報者の方に不利益が生じないよう留

意しながら、取引動向の監視や関係省庁と

の連携した取組（例えば通知文の発出等）

につなげています。また、改正省令の施行

後は、違反行為の取り締まりの端緒として

いくことに加え、集約・構造化した情報を

基に公開の場で議論する等、市場監視・モ

ニタリングに活用していくことを予定して

います。 

8⑤ 通報フォームの設置とあるが、他社に切り

替えられた場合にどのような営業行為があ

ったのかを知ることは難しいのが現実であ

る。過大な営業行為が行われていたとして

も、新供給事業者、オーナー、消費者がそ

れを教えてくれるはずもなく旧供給事業者

が通報することは難しい。 

通報フォームは、違反行為の取り締まりの

端緒とする等、商慣行を是正していく上で

の一つの手段にすぎません。関係省庁と連

携した取組や、公開の場での市場監視・モ

ニタリングの継続実施等を通じて、事業者

による商慣行是正に向けた取組を促してま

いります。 

3⑥ P.21-①監視・通報体制の整備～通報フォ

ームの整備について、監視体制としての取

組が、通報フォームと公開モニタリングの

みでよいのか疑問です。P.23に記載があり

ますが、監視体制の更なる対応として、各

自治体にある消費者団体等に、LPガス料金

に設備費用が含まれていないかどうかをチ

ェックしてもらい、情報提供してもらうと

いう仕組みの導入について検討願います。 

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えております。い

ただいた御意見については、本とりまとめ

案においても「公開の場における市場監

視・モニタリングの一環として検討してい

くことも期待される」とあるとおり、今後

の取組の参考とさせていただきます。 

20② プラットフォーマーが 16,800 社の小売業

者をショートカットして、1,100 社の卸売

り事業者が直接小売販売する名目でガス事

業者切替えを行っています。片や賃貸集合

住宅大家さん向けの名目でガス事業者に設

備負担をさせ大家さん負担０円と営業して

います。1,100 社の卸売り事業者の内、過

LPガスの卸売事業者が直接消費者に小売販

売する場合は、液石法上の液化石油ガス販

売事業者として規制を受けることとなるた

め、立入検査等の対象となり得ます。 
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 御意見の概要 御意見に対する考え方 

大な設備負担ができる上、ガス代を30％安

くできる卸売り事業者への立入り規制がで

きるのかどうか。ワーキンググループで議

論して戴きたい。 

3⑦ P.23-②関係省庁と連携した取組につい

て、今回の制度見直しは、あくまで LP ガ

ス事業者を規律する内容となっていること

から、不動産関係者や建設業者から利益供

与を求める行為が行われた場合について規

律違反とするような法整備が必要であると

考えます。LPガスの商慣行是正のために、

ぜひとも、関係省庁をあげての法整備の検

討をお願いします。 

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えており、関係省

庁と連携した取組を進めてまいります。 
＊ LP ガス商慣行通報フォーム（ https://mm-

enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/shigen-

nenryo/tsuhoform）にて情報を受け付けておりま

す。 

＊今後、不動産関係団体向けに、今回の制度改

正の内容について周知徹底を図り、適切な対

応を促すこととしています。 

9⑧ 不動産関係者にたいしても法令等で規制す

ることはできないものか。 

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えております。頂

いた御意見も参考にしつつ、関係省庁と連

携した取組を進めてまいります。 
＊ LP ガス商慣行通報フォーム（ https://mm-

enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/shigen-

nenryo/tsuhoform）にて情報を受け付けておりま

す。 

＊今後、不動産関係団体向けに、今回の制度改

正の内容について周知徹底を図り、適切な対

応を促すこととしています。 

21④ ＬＰガス事業者による過大な利益供与行為

を抑止するには、その取引相手である不動

産関係者や建設業者に対し、そうした利益

供与を受け付けることが無いよう周知して

いくことが重要である。不動産管理会社や

不動産仲介業者等の不動産関係者、建設業

者にもＬＰガス事業者同様の規制をかけら

れるよう、宅建業法等の見直し等を検討し

ていくことが求められると記載してくださ

い。悪しき商慣行を正すには関係するすべ

てに改善を促すべきです。 

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えております。頂

いた御意見も参考にしつつ、関係省庁と連

携した取組を進めてまいります。 
＊ LP ガス商慣行通報フォーム（ https://mm-

enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/shigen-

nenryo/tsuhoform）にて情報を受け付けておりま

す。 

＊今後、不動産関係団体向けに、今回の制度改

正の内容について周知徹底を図り、適切な対

応を促すこととしています。 

 なお、ご指摘の内容については、WGにおけ

る指摘事項として、同様の趣旨を記載して

おります。 

16⑥ P23 の下から 8 行目「LP ガス事業者による

過大な利益供与行為を抑止するには、その

取引相手である不動産関係者や建設業者に

対し、そうした利益供与を受け付けること

がないよう周知していくことが重要であ

る。」の記載について、「不動産管理会社や

不動産仲介業者等の不動産関係者、建設業

者にもＬＰガス事業者同様の規制をかけら

れるよう、宅建業法等の見直し等を検討し

ていくことが求められる」ことを記載して

ください。悪しき商慣行が長年放置されて

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えております。頂

いた御意見も参考にしつつ、関係省庁と連

携した取組を進めてまいります。 
＊ LP ガス商慣行通報フォーム（ https://mm-

enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/shigen-

nenryo/tsuhoform）にて情報を受け付けておりま

す。 

＊今後、不動産関係団体向けに、今回の制度改

正の内容について周知徹底を図り、適切な対

応を促すこととしています。 

https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/shigen-nenryo/tsuhoform
https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/shigen-nenryo/tsuhoform
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https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/shigen-nenryo/tsuhoform
https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/shigen-nenryo/tsuhoform
https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/shigen-nenryo/tsuhoform
https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/shigen-nenryo/tsuhoform
https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/shigen-nenryo/tsuhoform
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https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/shigen-nenryo/tsuhoform
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 御意見の概要 御意見に対する考え方 

きた要因の一つは、利害が一致し美味しい

思いをしてきた二つの業界が存在すること

です。一つは、生活設備(テレビ・エアコ

ン・ドアフォンなど)の無償貸与や紹介料

をもらい、本来自分たちが負担しなければ

ならない費用を入居者のＬＰガス料金に転

嫁しているオーナーや不動産管理会社等と

もう一つは無償貸与を条件に一度に多数の

顧客確保が出来、費用はＬＰガス料金に転

嫁して、美味しい思いをしているＬＰガス

販売事業者です。この二つの業界への規制

が必要です。 

なお、ご指摘の内容については、WGにおけ

る指摘事項として、同様の趣旨を記載して

おります。 

16⑦ P21以降 「制度見直しの実効性を確保する

ための方策」について、P24 中段の下「今

後の取組としては、以下が予定されている

が、本 WG 等における意見も踏まえ、更に

踏み込んだ取組を進めていくことが期待さ

れる。」の「期待される」ではなく、「求め

られる」との記載にしてください。今回の

ＷＧで重ねられた論議では、既存契約者の

新契約への移行ルールをはじめ、固めきれ

ていない部分が少なからずあります。論議

では、事務局より少ない情報の下で固める

のではなく、「通報フォーム」に寄せられ

た情報や「商慣行見直しにむけた取組宣

言」の推進状況を「公開モニタリング」等

で、評価・分析し、対策を重ねていく、そ

の時には公開モニタリング参加者の知恵や

省庁間連携の推進で実効性確保を高めたい

との「趣旨」が事務局より提案されていま

す。「趣旨」には賛成です。関係者に求め

られる意識は、「期待」ではなく、「求めら

れる」との強い表現が必要です。本気度合

いが試されています。 

関係省庁は本 WG のオブザーバーとして参

加しているものであり、その点を踏まえ

て、WGとしての中間とりまとめでは「期待

される」との表現とさせていただいている

ところですが、当該表現如何にかかわら

ず、関係省庁と連携した取組を進めていく

ことに変わりはありません。いただいた御

意見も参考にしつつ、商慣行是正に向けて

取り組んでまいります。 

18③ P24、「制度見直しの実効性を確保するため

の方策」（国土交通省との連携）につい

て、「今後の取組としては、以下が予定さ

れているが、本 WG 等における意見も踏ま

え、更に踏み込んだ取組を進めていくこと

が期待される。」の「期待される」ではな

く、「求められる」との記載にしていただ

き、その下の項目に「不動産管理会社や不

動産仲介業者等の不動産関係者、建設業者

にもＬＰガス事業者同様の規制をかけられ

るよう、宅建業法の見直し等を検討してい

くことが求められる」「LPガス料金の透明

化の実効性確保のため、宅建業者が、宅建

関係省庁は本 WG のオブザーバーとして参

加しているものであり、その点を踏まえ

て、WGとしての中間とりまとめでは「期待

される」との表現とさせていただいている

ところですが、当該表現如何にかかわら

ず、関係省庁と連携した取組を進めていく

ことに変わりはありません。いただいた御

意見も参考にしつつ、商慣行是正に向けて

取り組んでまいります。 

なお、後段でご指摘の内容ついては、WGお

ける指摘事項として、同様の趣旨を記載し

ております。 
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 御意見の概要 御意見に対する考え方 

業法の重要事項説明を行う際に、必ず書面

にて LPガス料金、設備費用について説明

を行っていくことが求められる」を加えて

いただきたい。 

【理由】 

実効性を確保するためには不動産管理会社

等の協力が必要なため。 

18④ P24、「制度見直しの実効性を確保するため

の方策」（国土交通省との連携）に関し、

今後の取組として「国交省から所管業界に

対して、監督方針を示す文書のようなもの

を通じて、入居希望者への情報提供（料金

情報等）を行うことと、もしＬＰ事業者側

から過大な営業が行われた場合は受け付け

ない旨の注意啓発・指導していくこと」を

記載いただきたい。消費者が不利益を被ら

ないよう、LPガス料金透明化によって事前

に料金を知る環境をつくることも大切です

が、賃貸集合住宅では、LPガスの契約は建

物一棟に対して、一つのガス会社、が原則

になっているため、事実上、消費者にはLP

ガス事業者・料金を選択する機会がありま

せん。LP 事業者に対しての規制だけでな

く、取引先の相手方である不動産管理会社

や不動産仲介業者等の不動産関係者、建設

業者に対しても規制を設けないと実効性の

ある制度運用にならないと考えます。 

入居希望者に対する LP ガス料金等の情報

提供に関しては、令和 6 年 2 月 29 日付け

文書により、国土交通省から賃貸住宅関係

団体等に対して改めて要請しています。ま

た、LPガス事業者による過大な営業行為に

関しては、令和 6 年 1 月 23 日付け文書に

より、経済産業省から日本賃貸住宅管理協

会に対して、そうした営業行為には応じな

いよう要請しているところです。加えて、

本中間とりまとめ案 p24 に記載していると

おり、今後、不動産関係団体向けに文書を

発出し、今回の制度改正の内容について周

知徹底を図り、適切な対応を促すこととし

ています。 

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えております。い

ただいた御意見も参考にしつつ、関係省庁

と連携した取組を進めてまいります。 

 

2⑨ 24ページ (国土交通省との連携) 

従来の宅建業法であっても、『賃貸住宅に

纏わるトラブル』が生じる場合、宅建業者

が解決しなければならないはずです。重要

事項説明にて、ガス料金を説明せず、トラ

ブルが生じた場合、「お客様の方で、直接

ガス業者へお問い合わせ下さい」は、ある

べき対応ではありません。 

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えております。頂

いた御意見も参考にしつつ、関係省庁と連

携した取組を進めてまいります。 

2⑩ 26ページ 消費者委員会における指摘事項

について、異業種に倣うべきルールがある

のであれば、検討するのは妥当です。『公

正競争規約とは、景品表示法第 31 条の規

定より、公正取引委員会及び消費者庁長官

の認定を受けて、事業者又は事業者団体が

表示又は景品類に関する事項について自主

的に設定する業界のルールです』となるの

であれば、検討の余地が十分にある上、WG

と消費者委員会が表裏にある関係からも、

注目すべき内容に思えます。但し、不慣れ

な内容な分だけ、慎重に審議する必要性を

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えております。頂

いた御意見も参考にしつつ、関係省庁と連

携した取組を進めてまいります。 
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 御意見の概要 御意見に対する考え方 

感じます。理由としては、「本来縛りを設

けて欲しい所に縛りがなく、意図的に、切

替業者有利の逆縛りになっていた」では洒

落になりません。 

18⑤ P21、「制度見直しの実効性を確保するため

の方策」（監視・通報体制の整備）につい

て、消費者庁との連携による特定商取引法

違反（不実告知等）の行政措置等含めて、

監視通報体制が適切に機能するよう、規制

当局の人員体制も含めて執行体制の整備に

取り組み、法執行強化につなげていただき

たい。そのために、早急に、取引検査マニ

ュアルの作成・周知徹底・検査員の教育・

研修を実施し、定期的な検査体制を強化い

ただきたい。「まず、液石法令の違反行為

を取り締まる体制整備が不可欠である。制

度改正を踏まえ、資源エネルギー庁、各地

域の経済産業局、そして自治体といった規

制当局による立ち入り検査等の実務体制を

整備していくことが求められる。」との表

記がありますが、駆け込みの営業行為が行

われないよう、早急な LP ガス事業者、オ

ーナー、不動産会社、建築会社等の関係者

への周知・徹底に加え、規制当局による定

期的な立ち入り検査体制の強化が極めて重

要であり、実効性を確保するための方策が

必要です。 

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えております。い

ただいた御意見も参考にしつつ、関係省庁

と連携した取組を進めるとともに、規制当

局による立ち入り検査等の実施体制の整備

に取り組んでまいります。 

なお、ご指摘の駆け込み営業行為に関して

は、令和 6 年 1 月 23 日付け文書により、

経済産業省から全国 LP ガス協会に対して

は、そうした営業行為を行わないこと、日

本賃貸住宅管理協会に対しては、そうした

営業行為に応じないこと等を要請している

ところです。加えて、本中間とりまとめ案

p24 に記載しているとおり、今後、不動産

関係団体向けに文書を発出し、今回の制度

改正の内容について周知徹底を図り、適切

な対応を促すこととしています。 

18⑥ P25、「制度見直しの実効性を確保するため

の方策」（消費者庁との連携）について、

「液石法改正を前に、LP大手やブローカー

の特商法違反の恐れがある駆け込み営業行

為が行われないよう、特定商取引法違反

（不実告知等）の行政措置等含めて、執行

強化する。」「LPガス問題について、次期の

消費者基本計画に今後も引き続き注視する

課題として盛り込む。」ことを追記いただ

きたい。関係省庁と連携して取組課題とし

て、ＬＰガス問題を位置付ける必要があ

る。 

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えております。頂

いた御意見も参考にしつつ、関係省庁と連

携した取組を進めてまいります。 

なお、ご指摘の内容については、WGおける

指摘事項として、同様の趣旨を記載してお

ります。 

 

3⑧ P.23-②関係省庁と連携した取組につい

て、今回の制度見直しの実効性を確保する

ためには、消費者に対して賃貸集合住宅へ

の入居前に LP ガス料金等の情報の確認を

行うよう周知していくことが求められま

す。消費者庁から、各自治体に対し、消費

者に分かりやすい説明や契約に当たっては

契約内容を十分に理解した上で契約するよ

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えております。頂

いた御意見も参考にしつつ、関係省庁と連

携した取組を進めてまいります。 
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 御意見の概要 御意見に対する考え方 

う周知啓発を図ることを行う出前講座など

を、消費者団体や生協等に行うよう要請し

てください。 

2⑪ 公正取引委員会との連携について、1999年

6 月の公正取引委員会の実態調査結果が公

表された様に、この度の省令改正をベース

に実態調査を行って頂ける様切望します。

25年後の今、業界環境は悪化し、加えて、

より高額請求される被害が多発するに至っ

たのなら、公正取引委員会を巧みに利用し

た側面がある様に思えます。しかし、時代

が変わり、忖度に因る隠蔽は通用しなくな

り、隠蔽したつもりがリークされるのも珍

しくなくなりました。過大な営業行為が

『不当な利益による顧客誘引』となってな

いか、実態調査実施を心より願います。 

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えております。頂

いた御意見も参考にしつつ、関係省庁と連

携した取組を進めてまいります。 

9⑨ 商慣行見直しに向けた取組宣言の内容につ

いて、どのような宣言をするのか、具体的

に示してほしい。 

本中間とりまとめでは、具体的な宣言内容

として以下が考えられるとしています。 

・無償貸与や紹介料支払い等の利益供与を

行わない等の宣言 

・上記宣言内容を実施する組織体制（社内

ルールの整備、研修の実施等） 

・経営トップや現場担当のコミットメント 

あくまで事業者による自主的な取組として

提案しているものであり、各社の事業規模

や組織体制、ビジネスモデルの在り方を踏

まえつつ、創意工夫を凝らしながら、各社

が主体性をもって対外説明に取り組んでい

くことが期待されます。 

22② 制度見直しの実効性を確保するための方策

について、監視通報体制の整備、関係省庁

と連携した取組、公開モニタリングの実施

にあたっては、価格監視の対象として、LP

ガス料金だけでなく、賃貸集合住宅の家賃

についてもモニタリング等を行うべきであ

る。今回の制度改正により、家賃の上昇が

予想されるため。LPガス料金が引き下げら

れても、それを上回る家賃の上昇があれ

ば、結果的に消費者の負担が増えることに

なり、改革に逆行する恐れがある。 

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えております。頂

いた御意見も参考にしつつ、関係省庁と連

携した取組を進めてまいります。 

 

 

６．今後の検討課題及び望ましい取組の方向性について 

3⑨ P.29-Ⅵ．今後の検討課題及び望ましい取

組の方向性について、今後、制度見直しの

施行までの間に、ガイドライン等を整備す

る等、残された課題もあることから、WGに

おいて引き続き議論・検討を行い早急にガ

イドラインの策定を行うようお願いしま

今後、改正省令の施行（2024年 7月 2日）

に間に合うよう、ガイドライン等で違反の

おそれのある行為の具体例や考え方等を示

し、多数の LP ガス事業者による改正制度

の遵守を促してまいります。 
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 御意見の概要 御意見に対する考え方 

す。また、これまでの「無償貸与」や「貸

付配管」といった商慣行を変えていくに

は、制度見直しにより求められる対応より

も踏み込んだ取組が期待されますので、一

定程度法整備が進んだ以降も WG を継続開

催していただきますよう求めます。併せ

て、内閣府消費者委員会においての検証・

評価・監視の継続を求めます。 

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えており、関係省

庁と連携した取組、WG等の公開の場での商

慣行改革の動向の監視・モニタリングの継

続的な実施など、商慣行是正に向けた取組

を進めてまいります。 

9⑩ 過大な営業行為に向けた望ましい取り組み

の方向性について、適切な買い取り価格、

適切な契約継続期間の範囲を明確にしてい

ただきたい。 

今後、改正省令の施行（2024年 7月 2日）

に間に合うよう、ガイドライン等で違反の

おそれのある行為の具体例や考え方等を示

し、多数の LP ガス事業者による改正制度

の遵守を促してまいります。 

なお、どのような行為や契約条件等が「正

常な商慣習を超えた利益」や「切替えを制

限するような条件」に該当し、液石法上の

違反行為となるかについては、取引の内容

や影響等、様々な要素を総合的に判断する

ことになるところ、一律に定量的な基準を

設定することは困難であると考えておりま

す。 

9⑪ 一切行わない方向で取り組んでいくことが

期待されるとあるが、「期待される」とい

う表現ではなく、禁止する範囲を明確にし

ていただきたい。適切な違約金の範囲を明

確にしていただきたい。 

正常な商慣習の範囲内の利益供与は広く一

般的に行われていることを鑑みると、LPガ

ス事業者による無償貸与や紹介料支払いと

いった利益供与行為について、それが過大

かどうかにかかわらず法令上一律禁止とす

ることは難しいと考えます。このため、本

中間とりまとめにおいては、商慣行是正に

向けた望ましい取組の方向性として、「一

切行わない方向で取り組んでいくことが期

待される」としています。 

9⑫ 建物との付合に拘わらず貸付配管の所有権

が保全されるようにしていただきたい。 

貸付配管のみの焦点ではなく、消費機器貸

付行為は顧客サービス向上とはならない

か。 

いわゆる「貸付配管」をめぐる課題につい

ては、過大な営業行為の制限や、三部料金

制の徹底による設備費用の外出し表示・明

確化といった今回の制度見直しにより、一

定の改善も期待されるところですが、消費

者による LP ガスの選択機会を阻害する可

能性があり得るため、本中間とりまとめで

は、業界全体として、今後の新規契約にお

いては、貸付配管は行わない方向で取り組

んでいくことが期待されるとしています。 

2⑫ 29 ページ 4 今後の検討課題及び望まし

い取り組みの方向性について、特定の事業

者の動きを見て、「どんな遣り方をしたと

しても、潜脱行為は起こる」と思います

し、仮に法律が定まらなくとも、「期待す

る」で大多数の事業者は、その意向を汲み

今回の制度改正の実効性を確保するための

取組が不可欠であると考えております。通

報フォームに寄せられた情報や市場調査を

通じて得られた情報等も活用し、違反行為

の取り締まりを強化するとともに、関係省

庁と連携した取組や、WG等の公開の場で商
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 御意見の概要 御意見に対する考え方 

ます。『潜脱行為をする者』に基準を置い

た時、何れにしても、悪事を働くでしょ

う。 

慣行改革の動向の監視・モニタリングな

ど、商慣行是正に向けた取組を進めてまい

ります。 

７．その他の御意見 

12③ 全ての話が、「集合物件では、入居者が個

別にガス事業者を選べない」前提で進んで

きたと見受けられます。なぜ不可能なので

しょうか。集合物件であっても電気の様

に、第 3 業者が消費設備配管を使用して個

別にガス供給できるような法改正が叶え

ば、一般消費者のガス料金への不満問題も

解決するのかと思います。 

いただいた御意見は、今後の政策立案の参

考とさせていただきます。 

11⑤ ガス料金について、消費者が、LPガス事業

者を当社から他の事業者に切替えた際に、

最終ガス料金の入金をお願いすると、他の

事業者から支払われるはずとのことで応じ

てもらえない場合がある。法改正時、その

辺りをはっきりさせてほしい。 

いただいた御意見は、今後の政策立案の参

考とさせていただきます。 

11⑥ ネット仲介業者の是正。ネット仲介業者は

言葉巧みで、正しいと思われて客に選択さ

れる。 

いただいた御意見は、今後の政策立案の参

考とさせていただきます。 

24 ワーキンググループのメンバーを確認する

と、消費者団体と液化ガス供給会社は入っ

ているが、問題としている、利益供与を受

ける、集合住宅等の賃貸住宅経営者の事業

主（家主）が入っていない。賃貸住宅経営

者抜きで検討したワーキンググループで、

賃貸住宅経営者の観点からの問題点につい

ての、十分な検討（商慣行是正による賃貸

住宅における設備サービスの低下等の問題

点）が行われたとは到底考えられないが、

その点についてどのように考えるか。ま

た、重大な影響を受ける、賃貸住宅経営者

の意見が反映されるようなメンバーとしな

かったのか、検討のプロセスに大きな疑問

が残るところである。 

今回の制度改正に当たっては、国土交通省

を始め、不動産関係者の方々とも意見交換

しながら進めております。 

25 設備費用に規制をかけたところで、それに

比例して、自由競争で液化ガスの料金が下

がるとは到底考えられない。結果、規制後

の契約により利益を得るのはＬＰガス事業

者となることは明らかである。料金認可制

にするなどの規制をしなければ、消費者、

賃貸住宅経営者が不利益を被ると考える

が、その点についての検討がなされていな

いが、その点について、どのように考える

か。 

今回の制度改正は、LPガス事業者による過

大な利益供与行為が、不透明で高額な LP

ガス料金請求等の消費者問題の要因となっ

ていることを踏まえ、そうした利益供与行

為を規律するとともに、設備費用の外出し

表示を求めることで LP ガス料金の透明性

を確保しつつ、設備費用の計上を禁止する

ことで LP ガス料金としての費用回収の在

り方を適正にしていくこととしたもので

す。 

 


